
 

第３節 世界的な景気後退と中国 

 

中国経済は、2003年から５年連続して二けた台の高成長を続けてきた。しかし、07

年後半以降、経済の過熱防止・インフレ抑制のための金融引締めや輸出抑制策が採ら

れ、緩やかに景気が減速してきたところに、世界金融危機後の世界的な景気後退の影

響を受けて景気は一段と減速した。中国では、世界金融危機の影響は、輸出、生産等、

実体経済面に大きく現れている。 
こうした中、中国政府は、08年11月に４兆元規模の投資を含む内需拡大策を打ち出

すなど、経済成長の維持に取り組んでおり、足元では対策の効果により景気が持ち直

す動きも現れている。しかしながら、最近の中国経済をけん引してきた輸出と投資を

みると、世界経済全体の後退が続く中、輸出の早期回復は期待できず、また投資につ

いても、不動産開発投資の大きな落ち込みなど、先行きの懸念材料も多い。 

一方、中国は人口約13億人という巨大な市場を持つことから、内需の潜在力につい

て注目が高まっており、中国政府も内需拡大を重視する姿勢をみせている。以下では、

最近の中国経済の動向や景気刺激策等の政策対応について概観した上で、今後の消費

拡大に向けての課題について分析することとしたい。 

 

１．中国の景気減速 

 

●成長率の鈍化が続く 

中国経済は、2003年以降、実質経済成長率は10％を超え、07年には13.0％まで高ま

ったが、08年には9.0％と伸びが急速に低下し、景気は減速した。四半期別の前年比成

長率をみてみると、07年４～６月期の14.0％をピークに伸びが低下し、08年７～９月

期に9.0％と一けた台の伸びとなった後、世界金融危機発生後の08年10～12月期には

6.8％、09年１～３月期6.1％と大きく減速している(第2-3-1図)。 

景気減速の要因としては、（１）07年後半以降、経済の過熱防止とインフレ抑制の

ため、金融政策等の引締めスタンスを強めてきたこと、（２）欧米諸国との貿易摩擦の

緩和及び産業構造の高度化の観点から輸出抑制策を強化してきたこと、（３）こうした

効果が顕在化してきたところに、世界金融危機後の世界景気後退の影響を受けて輸出

が大きく減少したことが挙げられる。 

政府は、08年11月に、財政と金融政策のスタンスを、それぞれ「積極的な財政政策」

と「適度に緩和した金融政策」へと転換することを明らかにし、10年末までに４兆元

規模の投資の実施を含む「内需拡大・成長促進のための10項目の措置」を発表し、経

 



 

済成長の維持に取り組んでいる。対策の一部は、08年10～12月期から実施に移されて

おり、足元で投資等にその効果とみられる動きも現れている（詳細は後述）。 

 

第2-3-1図 実質経済成長率と需要項目別寄与度 

（期）

（年）

（備考）1．中国国家統計局より作成。
        2．四半期系列については、需要項目別内訳は公表されていない。
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●世界金融危機の金融面における影響は限定的 

中国では、世界金融危機の影響は、金融面への影響は比較的小さいものにとどまっ

ており、主に実体経済面に大きく現れている。 

まず、金融機関についてみると、例えば４大国有商業銀行は、国内金融機関全体の

総資産に占めるシェアが約 50％（07 年末）と中国国内で大きな地位を占めているのみ

ならず、世界的にみても有数の資産規模の金融機関となっているが、アメリカで組成

された証券化商品の保有は少なく、金融システムへの直接的影響は限定的なものとな

っている。 

 一方、株式市場においては、上海総合株価指数が、07年10月をピークに大幅な下落

を続けていたが、08年９月の世界金融危機後は更に一段と下落した。中国でも、世界

金融危機以降、投資家の質への逃避の影響を受けたものとみられる。しかしながら、

資金調達の面でみると、中国では、現在でも間接金融が主体であるため、株価下落の

直接的な影響は少ないとみられる。また、09年に入り株価は上昇傾向に転じており、

08年９月以前の水準にまで戻っている。 

 また、質への逃避の影響等から中国においても海外からの融資資金の流出等はあっ

たものの、管理フロート制が採られており、資本取引にも一定の制限がある中で、人

民元の対ドルレートは、安定的に維持されてきている。最近の動きをみると、08年半

ばまで増価基調で推移し、その後はほぼ横ばい傾向となっている。 

 



 

 また、外貨準備高については、08年半ばまで前年比40％を超える大幅な増加が続い

ていたが、その後伸びが鈍化し、09年３月末では前年同月比16.1％増となっている。

海外からの融資資金の流出、対内証券投資や直接投資の流入の減少等、海外からの資

金流入の減少が一つの要因となっている可能性がある。 

 

●世界金融危機の影響は、輸出を中心に実体経済面で顕在化 

（１）輸出入ともに減少が続く 

輸出は、06年後半から輸出抑制策を強化してきた効果が現れ、08年前半まで緩やか

に減速してきたが、さらに、世界金融危機後には主要輸出先である欧米等先進国の需

要の急減の影響を受け、08年11月に前年比でマイナスに転じた（第2-3-2図）。その後

もマイナス幅は拡大傾向にあり、09年１～３月期には同▲19.7％、４月同▲22.6％と

なっている。一方、輸入は、08年前半には原油等資源価格の高騰に伴う輸入価格の上

昇や人民元レートの上昇による購買力の増加により高い伸びで推移していたが、原油

及び原材料価格の下落につれて急減速し、08年11月以降は前年比で二けた台の大幅な

マイナスが続いており、09年１～３月期には同▲30.9％、４月同▲23.0％となってい

る。この結果、貿易黒字は、08年前半には輸入の大幅な増加により縮小傾向にあった

が、08年半ばから再び増加に転じ、08年10～12月期には、輸出の伸びは低下したもの

の、輸入が減少に転じたため、黒字幅が拡大し、08年全体では2,957億ドルと過去最高

の黒字となった。しかし、09年１月以降は輸出の減少幅の拡大に伴い、黒字幅は再び

縮小傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-3-2図　貿易収支と輸出入の伸び
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輸出の動向を国・地域別にみると、ＥＵ、アメリカ、日本、ＮＩＥｓ及びＡＳＥＡ

Ｎ等すべての主要輸出相手先において減少している（第2-3-3図）。輸入については、

ＮＩＥｓ及びＡＳＥＡＮからの輸入の減少が特に著しい（第2-3-4図）。中国は、自国

の輸出品を生産するための中間財をアジアの近隣諸国から輸入しているため、輸出需

要の減少に伴い、これらの国からの輸入が減少しているものとみられる。 

輸出の動向を品目別にみると、輸出の約４割を占める電気・電子機器を中心に大き

く減少している（第2-3-5図）。足元の動きをみると、09年３月に、繊維等一部の労働

集約型の品目がプラスに転じており、08年８月以来、繊維等一部の品目に対する増値

税還付率の引上げ1など、輸出抑制策の緩和を進めていることの効果が現れている可能

性もある。 

一方、輸入は、一次産品価格の下落や国内の生産活動の鈍化等により、原材料や部

品を中心に減少しているが、景気刺激策の実施に伴う需要増加により、今後減少幅が

縮小していく可能性も考えられる。 
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第2-3-3図　輸出の動向と国・地域別寄与度

（備考）中国海関総署より作成。  

                                            
1 増値税とは付加価値税の一つで、輸出品の場合、中国国内での仕入れ段階で課税された増値税については控除あ

るいは還付の対象となる。中国政府は、06 年後半以降、輸出抑制策の強化の一環として、貿易黒字が懸念される品

目や生産時のエネルギー多消費・環境汚染品目、低付加価値製品等を対象に、還付率の引下げを行ってきたが、08

年半ばから輸出抑制策を緩和しており、繊維等一部の品目に対する増値税の還付率の引上げを数次にわたり実施し

ている。 
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第2-3-4図　輸入の動向と国・地域別寄与度
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第2-3-5図　輸出の動向と品目別寄与度
（前年同期比、％）

 （期/月）
　(年）

（備考）中国海関総署より作成。  

（２）生産の伸びは大きく鈍化 

鉱工業生産は、08年前半まで10％台後半で推移してきたが、08年半ばに北京五輪開

催の影響等を受けて伸びが鈍化した後、更に世界金融危機後に減速が著しくなり、09

年１～２月には前年同期比3.8％増まで伸びが低下した2（第2-3-6図）。特に、輸出産

業を中心に発展を遂げてきた沿海部地域において、生産の減速は顕著となっている。

沿海部の珠江デルタ周辺地域（福建省、広東省、海南省）と長江デルタ地域（上海市、

江蘇省、浙江省）の両地域は、中国全体の輸出の約74％（07年）を占めており、地域

総生産に占める輸出（通関ベース）の割合は、それぞれ77％、64％（07年）となって

                                            
2 中国では、春節（旧正月）の時期が年によって変わるため（1月又は２月）、生産等一部の指標については、1～

２月の累計値が公表されている。 

 



 

いる。このため、輸出の減少を反映して、両デルタの鉱工業生産の落ち込み幅が他の

地域に比べて大きくなっている（第2-3-7図）。 
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第2-3-6図　鉱工業生産
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第2-3-7図　鉱工業生産（地域別）

（備考）1．中国国家統計局により作成。
　　　　2．地域別の伸び率は、07年における各省・都市の生産額を元に加重平均して求めた。
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しかし、ここのところ生産に持ち直しの動きもみられ、09年３月には、前年同月比

8.3％増、４月同7.3％増となっている。主要業種における在庫をみると、各業種とも

08年末から在庫の伸びが大きく鈍化しており、急速な在庫調整の進展が生産の持ち直

しの動きにつながったと考えられる（第2-3-8図）。また、鉱工業生産の主要産業別の

推移をみると、足元で輸送機械が大きく伸びており、自動車の取得促進策（詳細は後

述）の影響等、景気刺激策の効果が一部業種に現れているものとみられる。 

ただし、生産能力過剰の問題については引き続き留意を要する。過去数年にわたり、

固定資産投資が20％台の高い伸びを続けてきた結果、鉄鋼や電解アルミニウム製造業

等の一部業種では、生産能力過剰が既に国務院より指摘されてきた。例えば、鉄鋼で

は、この問題が顕在化している。鉄鋼は、08年末から在庫が急速に減少し、生産、価

格に持ち直しの動きが一時みられたが、生産能力の過剰から生産が急増した結果、市

況は再び弱含んでいる。こうした動きに対し、09年５月、工業・情報化部は、鉄鋼の

生産量の急増の抑制に関する通知を出し、その中で、一部の企業が市場需要を考慮せ

ず、生産を急拡大し始めたため、25～30％程度の生産能力過剰が生じていると指摘し

ている。 
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（備考）中国国家統計局より作成。  
 

 

 



 

（３）直接投資の流入は減少 

 世界的な景気後退を受けて、海外からの直接投資の流入も減少している（第2-3-9

図）。直接投資額（実行ベース）をみると、08年前半は、前年同月比で二けた台の伸び

で推移していたが、10月に減少に転じ、09年４月には前年同月比▲22.5％となってい

る。こうした減少が続いた場合、中長期的な経済成長に影響を及ぼすことが懸念され

る。 

 
第2-3-9図 中国への直接投資の推移
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●内需は堅調に推移 

（１）固定資産投資は高い伸びを維持 

固定資産投資（都市部）は、08年７～９月期に前年同期比28.8％増まで伸びが高ま

った後、10～12月期に同23.3％増とやや伸びが鈍化したが、09年１～３月期に同28.6％

増、４月には前年同月比34.0％増と再び伸びが高まっている（第2-3-10図）。固定資産

投資の部門別の内訳をみると、08年10～12月期には、製造業、不動産を中心に伸びが

低下する一方で、鉄道への投資が急拡大し、その後09年１～３月期も道路等を含むそ

の他運輸への投資が伸びを高めている。中国政府は、08年11月に、10年末までに４兆

元規模の投資の実施を含む内需拡大策を打ち出しているが、４兆元の資金配分をみる

と、鉄道や道路等のインフラ投資が大きな割合（37.5％）を占めており、このうちの

一部については08年末から実行に移されていることから、この効果が現れているもの

とみられる（第2-3-11表、第2-3-12図）。こうした公的投資の拡大は、今後も固定資産

投資の伸びを下支えすることが期待される。 

 



 

製造業
31.3％

不動産開
発　20.6％交通･通信
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4.7％

その他
サービス
23.4％

その他
2.4％

148,167億元

第2-3-10図　都市部固定資産投資

（備考）1．中国国家統計局より作成。
　　　  2．月次、四半期の伸び及び寄与度は内閣府推計値。

（１）投資額の内訳（08年） （２）伸びの推移（部門別寄与度分解）
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第 2-3-11 表 内需拡大・経済成長促進のための 10 項目の措置（概要） 

（08 年 11 月９日発表） 

（１）社会保障的な住宅建設の加速 

・ 低所得者向けの住宅建設の推進、農村老朽住宅改造モデル事業の拡大 等 

（２）農村インフラ建設の加速 

・ 飲料水の安全確保や農村公道建設等の強化、送電網の整備 等 

・ 「南水北調」等の重要水利プロジェクト、大型灌がい区の節水化の加速 等 

（３）鉄道、道路、空港等の重要インフラ建設の加速 

・ 旅客運送専用鉄道線、西部幹線鉄道等の重点的建設 

・ 高速道路ネットワークの完全整備 

・ 中・西部幹線空港及び支線空港建設の準備 等 

（４）医療衛生、文化・教育事業の発展の加速 

・ 基礎医療衛生サービス体系の構築の強化、農村の小中学校校舎改造の加速 等 

（５）環境衛生建設の強化 

・ 都市の汚水・ごみ処理施設建設及び重点流域の水質汚染防止対策の加速 

・ 重点省エネ・排出削減プロジェクトの支援 等 

（６）イノベーションと構造調整の加速 

・ ハイテク産業化及び産業技術進歩の支援、サービス業の発展の支援 

（７）地震被災地区の災害復興のための各プロジェクトの加速

 



 

（８）都市及び農村住民の収入向上 

・ 09 年の食料最低買上げ価格の引上げ、農業関連の補助金の引上げ 

・ 低所得層等社会保障対象の待遇水準の引上げ 等 

（９）増値税の改革 

・ 全国のすべての地区・業種で全面的な増値税の改革を実施し、企業負担を 1,200 億元軽減 

（※増値税とは、中国国内での物品の製造、流通及び加工、修理補修労務等課税役務の提供の各段階で発

生する付加価値を課税対象とする付加価値税） 

（10）経済成長に対する金融による下支えの強化 

・ 商業銀行の与信貸出制限の撤廃 

・ 与信規模を合理的に拡大し、重点プロジェクト、「三農問題（農業、農村、農民）」、中小企業

及び技術改革に対する支援を強化 等 

●規模：10 年末までに、中央投資１兆 1,800 億元を含め、４兆元規模（ＧＤＰ比約 13％）の投資を実

施。 

第2-3-12図　４兆元投資の内訳

社会保障的な住宅建
設の加速：
4,000億元、10％

農村インフラ建設の
加速：3,700億元、

9.3％

鉄道、道路、空港等
の重要インフラ建設
の加速：1.5兆元、
37.5％

医療衛生、文化・教
育事業の発展の加
速： 1,500億元、3.8％

環境衛生建設の強
化： 2,100億元、5.3％

イノベーションと構造
調整の加速：
3,700億元、9.3％

地震被災地区の災害
復興のための各プロ
ジェクトの加速：
１兆元、25％

（備考）1．中国国家発展改革委員会より作成。
    　　2．09年３月時点。

 

 
また、製造業への投資をみると、輸出関連産業である繊維等一部の業種では弱い動

きとなっているが、非金属製造（セメント等）等、景気刺激策の影響を受けたと思わ

れる一部の分野では伸びが高まっている（第2-3-13図）。 

 

 



 

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1

2006 07 08 09

電気機械

（前年比、％）

輸送機械

化学原料
及び製品

鉄金属精錬

繊維

第2-3-13図　固定資産投資（主要業種別）の推移

（備考）中国国家統計局より作成。
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 他方、固定資産投資全体の約２割を占める不動産開発投資の動向については引き続

き留意が必要である。不動産開発投資は、08年前半まで前年比30％を超える高い伸び

で推移してきたが、金融引締めの強化や不動産への投機抑制策等の政策の効果もあり、

08年７月以降急速に伸びが鈍化し始めた（前掲第2-3-10図）。政府は、08年秋以降、不

動産セクターの下支えのため、個人の不動産取引に係る税制優遇措置を打ち出すなど

したものの、不動産市況の悪化は続き、不動産開発投資は、09年１～２月には前年同

期比1.0％まで伸びが低下した。その後、09年３月には前年同月比7.3％、４月同6.4％

とやや持ち直しているが、依然として低い伸びとなっている。 

足元の不動産市況の動向をみると、不動産の需給動向を表す主要都市の建物販売価

格は08年１月以降伸びが低下を続け、08年12月以降は下落に転じており、09年４月に

は前年同月比▲1.1％と引き続き弱い動きとなっている。しかし、同価格を前月比でみ

ると、08年12月の▲0.5％を底にやや改善傾向にあり、09年３月には0.2％と８か月ぶ

りの上昇に転じていること、また、分譲建物販売面積も、同じく09年３月に前年同期

比で増加に転じているなど、一部の指標では、不動産市況の底入れの兆しもみられる

（第2-3-14図）。しかしながら、09年１～３月期の新規着工床面積は前年比で▲16.2％、

４月も同▲13.8％と減少が続いており、中国不動産市場の景況感を表す不動産開発景

気指数も依然として低い水準にある（第2-3-15図）。こうしたことからみると、不動産

市況の底入れは、08年秋以降の利下げや、内需拡大策の一環として銀行貸出の総量規

制が撤廃されたことによる銀行融資の急拡大を背景とした不動産市場への資金流入を

 



 

反映したものである可能性もあり、こうした動きが実需を伴ったものとして、本格的

な回復につながっていくかどうかについては、今後の動向を更に見守る必要があると

考えられる。 

第2-3-14図　主要都市建物販売価格（前月比）
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第2-3-15図　不動産開発景気指数

（備考）1．中国国家統計局より作成。
　　　　2．不動産開発景気指数は、中国の不動産市場の景況感を表しており、100を
　　　　　 超えると良い、下回ると悪いと判断される。同指数は、不動産開発投資、
　　　　　 資金調達額、分譲建物空き面積、建物開発面積、土地開発面積、
           分譲建物平均販売価格の６つの項目（指数）から合成されている。

 

 

 



 

（２）消費は堅調に推移 

 消費の動向をみると、社会商品小売総額は、08年全体で前年比21.6％増と高い伸び

となった。08年末から伸びがやや鈍化し、09年１～３月期は前年同期比15.0％増、４

月前年同月比14.8％増となっているが、小売物価で実質化してみると、08年半ば以降、

前年比でほぼ横ばいで推移しており、景気減速の中でも、消費についてはこれまでの

ところ比較的堅調に推移している（第2-3-16図）。なお、中国では、株式への投資家の

内訳（07年末）をみると、個人が51.29％を占めており3、07年末以降の上海総合株価

指数の大幅な下落により、逆資産効果を通じた消費への影響が懸念されるところであ

るが、これまでのところ消費に大きな影響はみられていない。 
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（備考）1．中国国家統計局により作成。
　　　　2．社会商品小売総額の実質伸び率は小売物価指数を用いて実質化したもの。

第2-3-16図　社会商品小売総額（名目・実質）

 

 

乗用車販売台数をみても、08 年半ばから大きく伸びが低下し、11 月から３か月連続

で前年比マイナスとなっていたが、09 年２月以降改善がみられる（第 2-3-17 図）。政

府は、09 年 1月に発表した自動車産業振興策の中に、排気量 1.6ｌ以下の小型車購入

の際の車両取得税の引下げ（10％→５％）、農村部における自動車普及プロジェクト（汽

車下郷4）等を盛り込んでおり、これらの政策効果が現れているものとみられる。 

                                            
3 国際金融情報センター（2008） 
4 09年３月１日～12月 31日の間、農民が旧式三輪車や低速トラックを小型トラックに買い換える際及び排気量1.3

ｌ以下の小型自動車を購入する際に販売価格の 10％が補助される。 

 



 

 

第2-3-17図　乗用車販売台数
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09年１月20日より、排気量1.6Ｌ以
下の自動車の車両取得税が半減

乗用車
（排気量1.6Ｌ以下）
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09年３月１日
より「汽車下
郷」実施

（備考)中国汽車工業協会より作成。  
 

 しかし、今後の先行きに関しては、雇用情勢の悪化によって所得環境が悪化してい

ることや、消費者信頼感指数が大きく低下していること、都市部の家計貯蓄率（家計

調査ベース）が08年の28.8％から09年１～３月期には35.3％へと上昇していることな

どの懸念要因もある（第2-3-18図）。特に、雇用については、都市部登録失業率が08

年７～９月期には4.0％だったが、10～12月期に4.2％に、さらに、09年１～３月期に

は4.3％へと上昇している（第2-3-19図）。また、都市部登録失業率には反映されない

が、沿海部地域で輸出産業に従事してきた農民工（農村部からの出稼ぎ農民）等、多

くの失業者が存在する。中国国家統計局の発表によれば、本籍地外で就業する農民工

１億4,041万人のうち、春節前に帰郷したまま都市部に戻らなかった者が約1,400万人、

都市部に戻ったものの求職中の者が約1,100万人いるとされている。また、新規学卒者

の就業についても、09年に約610万人が新規に大学を卒業するのに加え、08年の新卒

者で未就職の者が100万人程度いるといわれており、厳しい状況にあるとみられる。 

 



 

第2-3-18図　消費者信頼感指数（月次）
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　　　　2．消費者信頼感指数は、期待指数と満足度指数から構成される総合指数。
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           指数は、現在の経済状況と主要耐久消費財の購入時期についての考えを示す。  
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第2-3-19図　都市部登録失業率

（期）
（年）

（備考）1．中国国家統計局より作成。
        2．失業者とは、16歳以上退職年齢までの求職者で、非農業戸籍にあり、働くことが
　　　　　 可能でかつ働く意思があり、地元の職業安定所に登録している者のこと。

 
 

●経済成長の維持への取組 

 中国政府は、08年11月に内需拡大策を打ち出して以来、「経済成長の維持」を目標に、

財政、金融政策による成長率の下支えに取り組んでいる。内需拡大策の一環である４

兆元規模（ＧＤＰ比約13％）の投資については、08年10～12月期に約1,000億元が実行

 



 

に移されたと発表されており、投資や生産の一部の指標にその効果が現れているもの

とみられる。４兆元の投資の資金配分先としては、インフラ投資が中心となっている

が、その他主要なものとして、08年の四川大地震の復興、社会保障分野が挙げられて

いる。また、09年３月に開催された全国人民代表大会（全人代）では、09年度の財政

赤字（中央及び地方）が9,500億元、ＧＤＰ比で３％程度と、過去最大の財政赤字とな

る予算案が採択された（第2-3-20表、第2-3-21図）。中央レベルの財政赤字7,500億元

については国債の発行規模の拡大によりまかなわれるとともに、地方については、

2,000億元の地方債の発行が承認され（発行自体は中央が地方に代わって行う）、調達

された資金が地方レベルの予算に組み入れられることが明らかにされた。また、４兆

元の投資のほかにも、増値税（付加価値税）の仕入税額控除の対象拡大や行政・公共

事業運営を目的とする100項目の費用徴収の廃止・停止等により、企業と個人の負担を

約5,000億元軽減する措置も実施に移されている。 

 

　　　

第2-3-20表　全人代で決定された09年の主要目標等

09年の主要目標

09年予算案

景気対策関連

＜「積極的な財政政策」を実施＞
　（１）政府支出の大幅拡大
　　・歳出（中央・地方）：７兆6,235億元（前年度執行額比22.1％増）
　　・歳入（中央・地方）：６兆6,230億元（同８％増）
　　・財政赤字（中央･地方）：9,500億元（ＧＤＰ比３％以内）
　　　※財政赤字額と歳入－歳出額との差額（505億元）は、予算安定調節基金の繰戻し
　　・国債残高：ＧＤＰ比20％程度
　（２）減税の実行、租税・料金改革の推進を実施
　　・増値税（付加価値税）の仕入税額控除の対象を拡大、100項目の行政事業
      類の料金徴収の廃止・停止等により、企業と個人の負担を約5,000億元軽減

　・２年間で総額４兆元規模（ＧＤＰ比約13％）の投資計画を実施。そのうち中央
　　政府は １兆1,800万元を計上（08年11月発表の内需拡大策の内容）

（備考）全国人民代表大会資料「政府活動報告」等より作成。

目標値 （08年の目標値） 08年実績

実質経済成長率 ８％前後 ８％前後 9.0％

全社会固定資産投資の伸び 20％ － 25.5％

全社会消費財小売総額の伸び 14％ － 21.6％

消費者物価上昇率 ４％前後 4.8％前後 5.9％

都市部　新規就業者 900万人 1,000万人 1,113万人

都市部　失業率 4.6％以内 4.5％以内 4.2％（年末）

Ｍ２増加率 17％前後 16％前後 17.8％（年末）

 

 



 

第2-3-21図　財政収支

▲ 1.2
▲ 1.0

0.2

▲ 3.0

▲ 0.1

-14,000

-12,000

-10,000

-8,000

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

2005 06 07 08 09

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

（億元） （ＧＤＰ比、％）

（年）

財政収支

財政収支（ＧＤＰ比）
（右目盛）

（備考）1．中国国家統計局、財政部「08年中央・地方予算執行状況及び09年中央・地方
           予算案についての報告」より作成。
        2．09年は予算ベース。  

 

さらに、上記の措置に加え、09 年に入り、自動車、鉄鋼、繊維、設備製造、造船、

電子・情報産業、軽工業、石油化学、非鉄金属、物流の 10 大産業の調整・振興計画が

相次いで発表されている。例えば、自動車では、09 年末まで車両取得税を半減して自

動車販売を下支えするなどの短期的な産業支援策と同時に、業界再編、技術革新、産

業の高度化、国際競争力の向上等の内容も盛り込まれており、中長期的な視点も考慮

されているものとみられる。 

金融政策については、08年９月のリーマン・ブラザーズ破綻後に６年７か月ぶりと

なる政策金利の引下げが実施された後、10月にも２回の引下げが実施された。08年11

月には「適度に緩和した金融政策」に転換する方針が明確にされ、さらに12月までに

２回の政策金利の引下げが実施された。また、11月発表の内需拡大策の中で、金融引

締め策の一環として実施されていた銀行貸出の総量規制が撤廃されて以降、銀行貸出

は急速に拡大している（第2-3-22図）。09年１月から４月までの新規貸出額は合計５兆

1,718億元となり、全人代で設定された「年間５兆元以上」の目標を既に達成しており、

その中で４兆元の投資実施に必要な資金供給もなされているものとみられる。 
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第2-3-22図　銀行貸出残高とマネーサプライ（Ｍ２)の伸び

（備考）中国人民銀行より作成。

 
 

 

２．中国の消費の現状と消費拡大に向けた課題 

 

 以上で述べてきたように、中国経済は、主に輸出の減少を通じて、世界金融危機の

影響を大きく受けている。主要な輸出先である欧米先進諸国の景気の先行きも不透明

であり、輸出主導の景気回復の期待は薄いことから、大規模な国内市場がもたらす内

需に目が向けられている。中国の名目ＧＤＰは、07年にドイツを抜いて世界第３位と

なり、世界経済におけるプレゼンスを高めている。一人当たりＧＤＰも、00年の7,858

元（949ドル）から08年には22,698元（3,266ドル）となっており、現時点ではまだ低

い段階にあるが、急速なペースで増加している。今後も経済成長に伴い、購買力が増

大し、市場として拡大していく余地が相当大きいと考えられる。 

 中国政府も、景気対策の一環として、様々な消費拡大策を打ち出しており、今年３

月の全国人民代表大会で報告された政府活動報告においても、「経済成長の維持」に

次いで、09 年度の主要任務の２番目に、「内需、特に消費需要を積極的に拡大し、経

済成長をけん引する内需の役割を強化する」という項目を掲げている。また、中国で

は、78 年の改革・開放路線の開始以来、「先富論」等を理念として高い経済成長を達

成してきた一方で、様々な矛盾や問題が際立ってきたことから、現在の胡錦濤主席・

温家宝総理指導部は、従来の成長重視から安定とバランスを重視し、調和のとれた持

 



 

続可能な社会の実現（「和諧社会」）を目指しており、第 11 次５か年計画（06～10 年）

の主要理念ともしている。今回の危機の影響を大きく受けた背景には、高成長を遂げ

る中で、輸出、投資への依存を高めてきた経済構造が一因にあると考えられ、今後安

定的な成長を遂げるために、輸出・投資主導型から消費主導型への成長パターンの転

換の必要性が一段と認識されているところである。 

以下では、中国の消費の最近の動向について概観するとともに、消費拡大に向けた

課題についてみていく。 

 

（１） 消費の現状 

 

名目ＧＤＰに占める需要項目別の内訳をみると、2000年には、家計消費が46.4％、

固定資本形成が34.3％であったが、08年には、家計消費が35.3％、固定資本形成が

41.1％と、シェアが大きく逆転し、また、純輸出も、2000年の2.4％から08年には7.9％

とシェアを高めている（第2-3-23図）。家計消費の割合は、他のアジアの国と比較し

ても、またシンガポールのような輸出指向型の国と比較しても低いものとなっている

（第2-3-24図）。この間、輸出（通関ベース）と全社会固定資産投資をみると、前年

比で、おおむね20％を超える高い伸びを続けてきたのに対し、消費は、社会商品小売

総額でみると、前年比で10％強程度と相対的に低い伸びにとどまっており、01年のＷ

ＴＯ加盟前後からの輸出、投資の急速な拡大がここ数年の中国経済の高成長をけん引

してきたことが家計消費のＧＤＰに占めるシェアの低下の背景にある。 

家計消費

政府消費
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（備考）1．中国国家統計局より作成。
　　　  2．投資は、全社会固定資産投資総額、輸出は、通関ベースの輸出額。

第2-3-23図　名目ＧＤＰの需要項目別シェアと投資・輸出の名目ＧＤＰ比
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（備考）中国国家統計局、ＡＤＢ “Key Indicator 2008”より作成。

 
社会商品小売総額の内訳（08年）をみると、都市部が68％、農村部が32％のシェア

となっている。人口の分布を08年時点でみると、都市人口は約6億人（約45.7％）に

対し、農村人口は約7.2億人（約54.3％）となっており、農村人口が都市人口を上回

っている。つまり、人口のより少ない都市部において消費の約３分の２が担われてい

るという構造となっている（第2-3-25図）。こうした背景には、都市部と農村部にお

ける格差の問題があると考えられる。 

第2-3-25図　社会商品小売総額（都市部・農村部）
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（備考）中国国家統計局より作成。  
 

 



 

また、所得動向についてみると、都市部の一人当たり可処分所得（実質）は、08年

で前年比8.4％増となっている。農村部においても、一人当たり純収入（実質）5は、

2000年には前年比2.1％増と低い伸びであったが、徐々に伸びが高まり、08年には同

8.0％増となっている（第2-3-26図）。しかし、消費性向についてみてみると、所得の

伸びほどには消費支出の伸びは高まっておらず、特に比較的高い所得を得ている都市

部では、一貫して低下傾向にある（第2-3-27図）。消費拡大のためには消費性向の引上

げが重要と考えられ、以下では、それに向けて重要なポイントとなると考えられる格

差の問題と過剰貯蓄の問題について検討する。 
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(備考）中国国家統計局より作成。

第2-3-26図　実質経済成長率と可処分所得の増加率（実質）

 

第2-3-27図 消費性向の推移 
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（備考）1．中国国家統計局より作成。
    　  2．都市部の平均消費性向＝一人当たり消費支出／一人当たり可処分所得
　　　　   農村部の平均消費性向＝一人当たり生活消費支出／一人当たり純収入  

                                            
5 農村部の純収入とは、総収入から税支払等を除いたもの。翌年の農業生産に必要な投入物の費用等もこれに含ま

れており、都市部との所得格差は、実質的には更に大きいともいわれている。 

 



 

（２）消費拡大のための課題 

 

（ｉ）格差の問題 

 中国では、高成長を遂げる中で、都市部と農村部の格差、沿海部と内陸部との地域

間の格差等、様々な格差が生じている。今後、消費を本格的に拡大させていくために

は、全体的な経済規模を拡大していくだけでなく、格差を解消し、購買力を持つ所得

層の裾野の拡大を図っていくことが重要であると考えられる。 

 

（ア）都市部と農村部の格差 

●所得動向とその背景 

都市部と農村部の所得水準を比較してみると、08年時点で、都市部の一人当たりの

可処分所得が15,781元（2,271ドル）であるのに対し、農村部の一人当たりの純収入は

4,761元（685ドル）となっており、両者の間の所得格差は3.3倍となっている。また、

所得格差の推移をみると、例えば、2000年から08年の間に、2.8倍から3.3倍となって

おり、格差は拡大傾向にある（第2-3-28図）。現指導部は、「三農問題（農業、農村、

農民）」への対応を重要課題と位置付けて、農業税の段階的廃止（06年に全面廃止）を

始めとした農民の所得拡大等の取組を行ってきた。こうした取組の効果もあって、農

村部の一人当たり純収入は、実質で2000年の前年比2.1％増から08年には8.0％増と急

速に伸びを高め、その結果、2000年の2,253元から08年には4,761元と約２倍となった。

しかしながら、都市部では、1999年以降平均賃金が実質で10％を上回る高い伸びが続

いていることなどから（08年11.0％増）、都市部の一人当たり可処分所得はそれ以上の

スピードで増加しており、上記のような格差の拡大につながっている。ただし、第11

次５か年計画（2006年～10年）における、2010年の農民一人当たり純収入の所期目標

は4,150元とされていることを考えると中間地点で既に目標を達成しており、大きく改

善している。 

所得格差の背景にある要因の一つとして、農業の労働生産性が依然として低い状況

にあることが挙げられる。名目ＧＤＰに占める第一次産業の比率は低下し、2000 年の

15.1％から 08 年には 11.3％となっているが、第一次産業に占める就業者の割合は低

下しているものの、08 年時点でなお 39.6％を占めている。政府は、上述した農業税の

廃止等や、第 11 次５か年計画では、重要な任務の一つとして「社会主義新農村」を建

設するとして、農業の効率化による農民の収入の増加や、農村のインフラ強化などを

課題として掲げており、こうした取組により、農民所得が引き続き増加していくこと

が期待される。さらに、こうした取組と並行して、農村部における余剰労働力を農業

 



 

以外の産業部門にシフトさせていくことが必要と考えられる。現在でも、内陸部から

沿海部への農民の出稼ぎという形で余剰労働力の移動が事実上行われているが、今後、

例えば、既に一部の地域で着手されている戸籍制度の改革6 を更に拡大し、国内の労

働力の円滑な移動を可能とすることや、サービス業等雇用吸収力のある産業部門の育

成を進めていくことなどが考えられる。 
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第2-3-28図　都市部と農村部の所得格差

 
 

●消費支出の動向 

既に述べたように、社会商品小売総額の内訳をみると、消費の約７割が人口の少な

い都市部で行われている構造となっている。家計調査に基づいて、都市部と農村部の

一人当たりの消費支出額を比較してみると、04年以降、農村部の消費の伸びがおおむ

ね都市部を上回っている（第2-3-29図）。この結果、03年の3.4倍をピークに消費額の

格差はやや縮小傾向にあり、08年時点では3.1倍となっている。農村部の所得の伸びは

相対的に低いが、都市部ほどの消費性向の低下はみられない。 

                                            
6 中国の戸籍制度では、都市戸籍と農村戸籍が分かれており、農民は都市部への移住や就職の自由が制限されてい

る。最近、この規制が緩和されつつあり、一部の都市では、戸籍の統一や、一定条件を満たした者への都市戸籍付

与等の改革に着手している。 
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第2-3-29図　一人当たり消費支出の推移

 
 

所得の拡大とともに、消費支出の構造にも変化がみられる。都市部の消費動向をみ

ると、95年に50.1％を占めていた「食品」の割合は、07年には、36.3％へと低下して

いる（第2-3-30図）。さらに、「食品」の中身をみると、「食品」全体に占める「外食」

の割合が95年の9.1％から07年には21％に高まっている。一方、農村部の消費動向をみ

ると、95年に58.6％を占めていた「食品」の割合は、07年には、43.1％となっており、

都市部の95年と2000年の中間程度の段階となっている。都市部、農村部ともに、所得

水準が高まるにつれて、必需品中心の消費から徐々にし好品へのシフトが進みつつあ

ることがうかがわれる。 

 

 



 

第 2-3-30 図 都市部及び農村部の消費支出の内訳 

41.0

24.7

9.1

14.7 6.4

15.3 21.0

家庭用品・サービス

7.0

3.1

教育・文化・娯楽サービス

0 20 40 60 80 100

1995年

2000年

2007年

都市部

食品

うち外食

衣類 居住 運輸・通信 その他

医療保険サービス

（％）

58.6

49.1 5.2

6.543.1

衣類  居住

 家庭用品・サービス

3.2

運輸・通信

教育・文化・娯楽サービス

その他

0 20 40 60 80 100

1995年

2000年

2007年

農村部

食品

医療保険サービス

（％）
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また、07年時点における、耐久消費財の普及状況をみると、都市部における普及率

は、洗濯機、冷蔵庫で100％に近く、カラーテレビ、携帯電話では100％を超える水準

となっており、家電類の普及は相当に進んでいる（第2-3-31図）。買換えの需要等は考

えられるものの、今後更に大きく需要が高まる余地は比較的少ないものと思われる。

ただし、都市部でも、自動車は、100世帯当たり６台とまだ保有率は低い。 

他方、農村部では、カラーテレビ、携帯電話の普及はかなり進んでいるが、洗濯機

は５割弱、冷蔵庫は３割弱であり、95 年時点の都市部の保有率と比較しても、約半分

以下の水準となっており、潜在的な需要は大きいと考えられる。また、一般的には、

消費は所得の増加に従って、必需品からし好品へ、財からサービスへとウエイトがシ

フトしていくものと考えられることから、都市部においては、今後サービス産業の発

展等、需要の多様化への対応が進められることも必要と考えられる。 

 

 



 

第 2-3-31 図 耐久消費財の普及状況（100 世帯当たりの保有台数） 
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●最近の消費刺激策 

政府は、08年秋以降、農村・農民を対象とした取組を強めており、08年11月発表の

内需拡大策には、09年の穀物の最低買上げ価格の引上げや、４兆元の投資の一部とし

て「農村インフラ建設の推進」の項目が盛り込まれた。また、上記以外にも、「家電下

郷（農村における家電普及）」の実施地域や品目の拡大、「汽車下郷（農村における自

動車普及）」等の農村を対象とした消費拡大策も実施されている。このうち、「家電下

郷」は、農民が特定の種類の家電を購入した際に購入金額の13％を補助する政策であ

り、07年12月から一部の地域で試験的に導入されていたが、その後、対象家電や対象

地域が拡大され、09年２月からは対象地域が全国に拡大されている。09年に入ってか

らの社会商品小売総額の伸びをみると、都市部より農村部が高く、これまでと逆転し

た状況がみられ、消費刺激策等の政策効果が現れている可能性がある。「家電下郷」政

策は13年1月まで実施される予定となっていることから、農村部の消費を今後も一定程

度押し上げる効果があると考えられる。農村部において電力等のインフラが十分整備

されていないなどの制約要因もあると考えられるが、４兆元の投資の１項目である農

村インフラの建設には、送配電網の整備等も含まれており、これらとの相乗効果も期

待される。 

 



 

（イ）沿海部と内陸部との地域間格差 

 都市部と農村部の格差とともに、沿海部と内陸部との地域間の格差も大きい。中国

では、78年の改革・開放路線の開始以来、沿海部を中心に対外開放が進められ、経済

発展を遂げてきた(第2-3-32図)。しかし、沿海部地域の急速な発展の一方で、内陸部

の経済発展は遅れ、西部大開発の推進等を始めとした地域間格差の是正を目指した取

組も行われているが、地域間の格差は依然として大きい。 

 珠江デルタ周辺地域、長江デルタ地域、環渤海地域といった沿海部を含む東部地域

は、人口に占めるシェアでは35.9％にとどまるが、名目ＧＤＰにおけるシェアでは

55.3％に達している（07年）。また、地域ごとの一人当たりＧＤＰをみると、東部地域

は、東北、中部、西部地域に比べて全体的に高い水準となっている（第2-3-33図）。一

人当たりＧＤＰを08年についてみると、中国全体の平均は3,266ドルであるが、最も高

い上海市（東部地域）は10,521ドル、最も低い貴州省（西部地域）は1,270ドルとなっ

ており、約８倍の格差が存在している。なお、アジア諸国と比較してみると、上海市

は、マレーシア（8,141ドル）を上回る水準に達しているのに対し、貴州省は、インド

（1,016ドル）、ベトナム（1,040ドル）と同程度の水準であり、いわば中国一国の中に

上位中所得国と低所得国が存在しているような状況にある。 

 

 



 

第2-3-32図 中国の主要地域分類 

東北地域：
遼寧省、吉林省、黒龍
江省

珠江デルタ周辺地域：
広東省、福建省、海南省

長江デルタ地域：
上海市、江蘇省、浙江省

環渤海地域：
北京市、天津市、河北省、
山東省

西部地域：
四川省、重慶市、貴州
省、雲南省、チベット
自治区、陝西省、甘粛
省、青海省、寧夏回族
自治区、新疆ウィグル
地区、内蒙古自治区、
広西チワン族自治区

中部地域：
山西省、安徽省、江西省、
河南省、湖北省、湖南省

 
 

第2-3-33図 地域別の一人当たりＧＤＰ(08年) 
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中国全体の都市人口の全人口に占める比率の推移をみると、2000年の36.2％から07

年には44.9％と急速に上昇しているが、地域ごとにみるとばらつきがある。各省にお

ける、07年時点の都市人口比率をみると、東部や東北地域では、上海で88.7％にまで

達しているほか、ほとんどの都市で５割前後あるいはそれ以上となっているのに対し、

中部地域や西部地域においては、ほとんどの都市で４割以下、最も低い貴州省では

28.2％となっている。これをみると、都市化が進んでいる地域は、一人当たりＧＤＰ

が高い地域でもあることが分かる。 

また、４兆元の投資の中では、鉄道、道路等のインフラ整備が大きな割合を占めて

いる。これにより、既に投資の加速がみられることから、短期的にはＧＤＰに占める

固定資産投資のシェアが更に高まり、投資と消費がアンバランスな経済構造が強まる

可能性もあるが、内陸部のインフラの整備が加速すれば、内陸部における産業の振興

が進展し、地域間格差の是正につながることが期待される。固定資産投資額（都市部）

の最近の動きを地域別にみると、東部地域では、08 年 10～12 月期前年同期比 16.8％

増から 09 年１～３月期には同 17.7％増、東北地域では同 30.1％増から 58.8％増、中

部地域では同 29.4％増から同 33.7％増、西部地域では同 20.9％増から同 46.1％増と

なっており、特に西部地域の伸びが著しいことがみてとれる。 

 

（ii）過剰貯蓄の問題 

 家計の貯蓄率は上昇を続けている。都市部の家計貯蓄率（家計調査ベース）の推移

をみると、2000年の20.4％から08年には28.8％と過去最高の水準に高まった（第2-3-34

図）。また、これを反映して、家計部門の預金残高は、高い伸びを示している（第2-3-35

図）。月次の推移をみると、07年10月を底に、急速に伸びが高まっており、09年3月末

には前年比29.6％増と高い伸びとなっている。ただし、この伸びの中には、株価の下

落や景気の減速を背景に、家計が預金への選好を強めたことの影響も含まれていると

推測される。 

 



 

第2-3-34図　家計貯蓄率の推移
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第2-3-35図 家計部門の預金残高
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貯蓄率が非常に高い要因の一つとして従来から指摘されているのは、社会保障制度

の未整備の問題である。中国では、社会保障制度として、養老保険（年金）、医療保険、

失業保険、労災保険、生育保険(出産・産休に係る保険)が設けられている（第2-3-36

表）。しかし、現行の社会保障制度には、カバーする範囲の狭さや地域間のポータビリ

ティに欠けるといった問題が存在する。特に、都市部を中心に整備が進められてきた

ため、農村部においてカバーされていない範囲が非常に大きいことや保障レベルが低

いことは大きな課題である。 

 



 

第 2-3-36 表 社会保障制度の概要 

保険料 給付内容等 対象範囲等

【企業】（賦課方式部分）
賃金総額の20％（基本養老保険基金
に繰入）
【個人】（積立方式部分）
賃金の８％（個人口座に繰入）

（自営業者の場合）
前年度の各地域の労働者平均賃金
の20％（うち８％が個人口座に繰入）

月２元から20元の間の10段階で選択
し、個人年金口座に積立。郷鎮企業
等による補助がある場合もあり。

給付額（月額）は、個人口座残高の
120分の１（10年間）

任意加入

【企業】
賃金総額の６％前後（医療保険基金
及び個人口座（３割前後）に繰入）
【従業員】
本人賃金の２％(個人口座に繰入）

○原則として、支給開始基準は各地
域の従業員の平均年間賃金の10％
前後。最高支給限度額は平均年間
賃金の４倍前後（個人も一定比率の
費用を負担）
○支給開始基準に満たない費用は
個人口座から支給または個人負担

○都市部の企業・従業員が対
象(強制加入）。自営業者、郷
鎮企業従業者については各地
方政府の裁量による。
○非就業者については、都市
住民基本医療制度が試行され
ている。

【中央政府及び地方政府】
年20元ずつ
【個人】　年10元

○任意加入

失
業
保
険

【企業】
賃金総額の２％
【従業員】
本人賃金の１％（農民工は納付しなく
てよい）

【給付内容】
保険料の納付期間に応じ、各地域の
最低賃金以下かつ最低生活保障基
準以上の額が給付（給付期間は最長
24か月）。

【給付条件】
（１）保険料を１年以上納付しているこ
と、（２）本人の意志によらない失業で
あること、（３）失業登録をし、かつ求
職の意志があること。

都市部の企業・従業員が対象

医
療
保
険

養
老
保
険

咁
年
金

咂

都市部　【都市基本養老保険】

農村部　【農村社会養老保険】

都市部　【都市従業員基本医療保険】

農村部　【新型農村合作医療】

【給付内容】
○基金：〔（各地域の平均賃金＋本人
の加入期間の平均賃金）/２〕×（加
入期間/100）
○個人口座：積立残高/（地域の平均
寿命－退職時の年齢）×12
※なお、個人口座の残高がなくなっ
た場合、同額が基金から給付され
る。

【給付条件】
退職年齢に達し、保険料の納付期間
が15年を超える者

都市部の企業・従業員及び自
営業者が対象（強制加入）

（備考）各種資料より作成。  
 

 

 

 



 

社会保障制度への加入状況をみてみると、都市基本養老保険は、加入者数が増加し

つつあり、08年における在職中の加入者数は１億6,587万人となったが、加入率7とし

ては54.9％と今なお低いレベルにある（第2-3-37図）。一方、農村社会養老保険は、任

意加入の試行段階的なものであり、08年の加入者数は5,595万人、農村部の就業人口の

11.8％と非常に低い。また、都市従業員基本医療保険は、2000年時点の在職中の加入

者数2,863万人、加入率12.4％から、08年には１億4,988万人、49.6％へと、急速に加

入率は高まっている（第2-3-38図）。農村部の医療保険についても、加入率は08年時点

で91.5％まで達している。都市部の失業保険については、08年時点の加入者数は１億

2,400万人、加入率は41％となっている。 

第2-3-37図　都市基本養老保険の加入率
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第2-3-38図　都市従業員基本医療保険の加入率

 

                                            
7 加入率は、在職中の加入者数÷都市部就業者である。 

 



 

 さらに、中国では、79 年に「一人っ子政策」が導入されて以降、少子高齢化が急

速に進展しており、社会保障制度が整備途上にある現段階において、65 歳以上の人口

が占める割合が既に 9.4％（07 年）と「高齢化社会（65 歳以上人口 7％以上）」を迎え

ている。さらには、国連の推計8によれば、65 歳以上の人口が占める割合は、20 年に

は 11.7％、30 年には 15.9％となり「高齢社会（同 14％以上）」の段階に突入する見込

みであり、社会保障制度の整備は急務である。 

なお、政府系シンクタンクである中国社会科学院が実施した調査（08年５～９月実

施）によると、最も際立っている社会問題として挙げられたのは、一位の「物価上昇」

（63.5％）に次いで、「看病難、看病貴（医療費が高く、診察を受けられない）」が第

二位（42.1％）となっており、高額な医療費が大きな社会問題として認識されている

ことが分かる。実際、消費支出に占める医療・保険サービスのシェア（都市部）は95

年の3.1％から07年には7.0％へと急速に高まっている。こうした状況の下では、家計

は所得が増加しても、将来への不安や不測の事態に備えて貯蓄をする傾向が強まると

みられる。 

景気が減速する中、政府は、消費拡大の観点から民生改善の姿勢をより一層強めて

おり、その一環として社会保障システムの改善の動きもみられる。特に、医療につい

ては、09 年４月に、「医療衛生体制改革の深化に関する意見」及び「医薬衛生体制改

革重点プラン（09 年～11 年）」が発表され、医療制度改革の方針が示された。この計

画では、(１)基本医療保障制度の整備の加速化、(２)基本医薬品制度の初歩的な確立、

(３)末端医療衛生サービス・システムの整備、(４)基本公衆衛生サービスの漸進的な

均等化、(５)公立病院改革の推進、という５つの重点分野を定めるとともに、11 年を

めどに、国民の９割以上を基本的な医療保険に加入させることを目指しており、総額

8,500 億元が投入されることとなっている。また、養老保険についても、各地域単位

で管理されている年金基金を一元化し、年金記録の移動を可能にするなどの制度改革

に向けた検討が行われている。こうした制度の整備には相当の時間を要するものとみ

られるものの、消費を取り巻く環境を改善させていくことにより、消費拡大につなが

っていくことが期待される。 

 

                                            
8 国連 “World Population Prospects: The 2008 Revision” 
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